
  
 

 

8 月 1 日(水)、第 13 回通常総会が滞りなく終了しました。 

総会後の学習会では 2022 年度から始まる「成年年齢引き下げ」の概要と、それ

に伴う消費者教育の在り方」がテーマでした。引下げ後の教育ではなく、今からしっ

かりと準備することが必要である、しかし県内の状況はそこまで準備ができていない

と感じました。10 周年を記念して参加を開始した静岡市消費生活展は今年は 12 月

8 日・9 日に開催です。多くの住民と触れ合うそのような場を使って成年年齢引き下

げへの意識付けを広げていくまたとない機会ではと思います。 

 

2017 年度・第 6回役員会議事録 
日時：2018 年8 月 1日（水）11:45～12:00 

会場：静岡県司法書士会館 

１．検討事項 

（１）第 13期通常総会議案の確認と流れ・担当の確認 

 

 

第 13期通常総会開催報告 
8 月 1 日（水）、県司法書士会館にて第 13 期通常総会が開催

されました。消費者ネットしずおか会員 28名が参加し、2017

年度活動報告、2018 年度活動計画、役員体制が江﨑幹事長よ

り、決算報告及び予算が山田事務局長より提案され、全員一致

で承認されました。 

【ご来賓の皆様】 

静岡県くらし・環境部県民生活課 課長 宮﨑 隆広 様 

静岡市市民局生活安心安全課参与兼課長 久保田勝也 様 

静岡県労働者福祉協議会    理事長 池冨  彰 様 

静岡県司法書士会        会長 杉山 陽一 様 

＜第 13 期（2018 年度）役員体制＞ 

代 表 色川 卓男（静岡大学教育学部教授・再任） 

副代表 岩原 雅美（しずおか市消費者協会会長・再任） 

副代表 小澤 吉徳（静岡県司法書士会消費者問題対策委員・再任） 

幹事長 江崎 玲子（静岡県生活協同組合連合会常務理事・再任） 

幹 事 加藤 明生（静岡県労働者福祉協議会事務局長・再任） 

幹 事 石川 広志（静岡県労働金庫本店営業部事業領域拡大担当推進役・再任） 

幹 事 望月 みつ子（静岡コンシューマーズクラブ会員・再任） 

幹 事 坂本 義彦（生活協同組合ユーコープしずおか県本部統括マネージャー・再任） 

幹 事 岩元 一豊（生活協同組合パルシステム静岡専務理事・新任） 

 

消費者問題ネットワークしずおか  
HP http://net-shizuoka.com/ 

事務局：静岡県生活協同組合連合会  
ＴＥＬ 054-253-5987  FAX 054-272-6971  

e-mail: mt-fuji@msa.biglobe.ne.jp  

URL： http://shizuoka-kenren.jp/ 
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幹  事 孕石 和己（公益財団法人 静岡県労働者福祉基金協会・新任） 

監  事 小楠 展央（静岡県司法書士会・新任） 

事務局長 山田 和仁（静岡県生活協同組合連合会事務局長・再任） 
 

【第 2部】学習会「成年年齢引き下げ後の消費者教育の在り方」 

  

全体で 45 名のご参加がありました。「成年年齢引き下げ後の消

費者教育の在り方」と題し、中央大学大学院法務研究科教授 宮下 

修一 氏より基調講演「成年年齢引き下げについて」、消費者庁消

費者教育地方協力課消費者教育推進室長 米山 眞梨子氏より報告

「成年年齢引き下げに対応する消費者教育政策について」をいただ

きました。 

 

 宮下氏からは成年年齢引き下げへ向けた法改正の経過について

報告され、結果として若年者の契約トラブル増加を招く可能性と、

若年者への消費者教育の必要性が強調されました。 

 

 米山氏からは国（消費者庁）の施策概要について触れたあと、特

に高校生向け消費者教育教材「社会への扉」の活用状況と学校教育

の場での導入の課題について述べられました。 

 

 

 次に、宮下修一氏、米山眞莉子氏、鈴木

公康氏（県民生活課班長）、小楠展央氏（消

費者ネットしずおか）によるパネルディス

カッションを行い、コーディネーターは小

澤吉徳氏（消費者ネットしずおか）が務め

ました。 

 

米山氏からは小中学校の学習指導要領

に「契約の基本」を盛り込むことができた

こと、この指導要領に即した学校内での消

費者教育が進められていくことへの期待

と課題が述べられました。 

 

県民生活課の鈴木氏からは２０18 年か

らの消費者教育推進計画について述べら

れ、現在若者向け情報サイトの構築を進めていることが報告されました。 

 

小楠氏からは、消費生活相談の現場での経験を踏まえ、若年層への消費者教育が今まさに求め

られていることが述べられました。学校での消費者教育について宮下氏からは「契約を結ぶ」こ

とへの理解を深めることが大切であることが述べられました。また現場で消費者教育を行う人材

について、消費者教育講師コーディネーター制度はあるものの、人材の質や派遣の仕組みなどに

課題があることが指摘されました。パネラーからの発言を通じ、学校での消費者教育の進捗状況

や課題を共有することができました。 

 

 

 

～第 1回役員会～日時：2018 年９月 11 日（火）１0：００～１２：00 

会場：ユーコープしずおか県本部   ※オブザーバー参加ご望の方は事務局まで 


